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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第９期
第１四半期
連結累計期間

第８期

会計期間
自　平成27年８月１日
至　平成27年10月31日

自　平成26年８月１日
至　平成27年７月31日

売上高 (千円) 3,930,479 15,063,545

経常利益 (千円) 764,779 2,880,921

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 435,410 1,829,763

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 426,740 1,833,410

純資産額 (千円) 4,376,175 3,813,434

総資産額 (千円) 6,927,539 7,007,482

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 24.19 101.65

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 61.3 54.4
 

(注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第８期第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第８期第１四半期連

結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

 ３．売上高には、消費税等は含まれておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

５．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、新株予約権の残高がありますが、当社株

式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

６．平成27年７月15日付で普通株式１株につき1,000株の株式分割を行っております。また、平成28年１月１日
付で普通株式１株につき30株の株式分割を行っております。第８期の期首に当該株式分割が行われたと仮定
し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、「アドネットワーク関連事

業」に関して、平成27年９月にスマートフォン動画広告領域でもサービスの拡充を図るため、スマートフォンに特

化した動画広告プラットフォーム「maio（マイオ）」の提供を開始いたしました。

また、当第１四半期連結会計期間において、株式会社Platform IDと共同でDSP事業の推進を目的とした株式会社

Evoryを設立し、連結の範囲に含めています。

 

EDINET提出書類

株式会社アイモバイル(E32687)

四半期報告書

 3/18



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前連結会計年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当社グループは、平成27年８月３日開催の取締役会に基づき、連結子会社である株式会社Evoryを設立し、当該子

会社と株式会社Platform IDとの間でDSP事業に関する事業譲渡契約書を締結いたしました。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。なお、当社グループは前第１四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表を作成していないため、前

年同四半期連結累計期間との比較分析は行っておりません。

　

　(１) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、政府による経済政策や日本銀行の金融緩和等を背景に、雇

用・所得環境の改善傾向が続き、緩やかな回復基調で推移しました。しかしながら、海外においては中国経済の成

長鈍化等の下振れ要因が強まり、先行きは不透明な状況にあります。

当社グループが事業展開するインターネット広告市場においては、平成26年のインターネット広告費（注１）は

前年から12.1％増加し1兆519億円までに拡大しております。また、スマートフォン向け広告市場（注２）において

は、平成27年の市場規模が前年から29.8％増加し3,903億円に達する見込みであります。

　（注）１．出典：株式会社電通「2014年日本の広告費」

　　　　２．出典：株式会社CyberZ「2015年 スマートフォン広告市場動向調査」

　

このような事業環境の下、当社グループは引き続きアドネットワーク事業の強化に注力し、広告主の広告効果最

大化及び媒体社に対する収益最大化に取り組みました。

また、当社は平成27年８月に株式会社Platform IDと共同でDSP事業の推進を目的とした株式会社Evoryを設立いた

しました。

加えて、平成27年９月にスマートフォン動画広告領域でもサービスの拡充を図るため、スマートフォンに特化し

た動画広告プラットフォーム「maio（マイオ）」の提供を開始いたしました。

　

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は3,930,479千円、営業利益は762,089千円、経常利益は

764,779千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は435,410千円となりました。

なお、当社グループはインターネット広告事業の単一セグメントであるため、セグメント毎の記載はしておりま

せん。

　

　(２) 財政状態の分析

　（資産）

総資産は、6,927,539千円と前連結会計年度末と比べ79,943千円（1.1％）減少しました。これは主に、無形固定

資産の増加があったものの、現金及び預金及び売掛金の減少があったことによるものであります。

　

　（負債）

負債は、2,551,363千円となり前連結会計年度末と比べ642,683千円（20.1％）減少しました。これは主に、買掛

金及び未払法人税の減少によるものであります。

　

　（純資産）

純資産は、4,376,175千円となり前連結会計年度末と比べ562,740千円（14.8％）増加しました。これは主に、利

益剰余金の増加によるものであります。

　

　(３) 事業上及び財務上の対処すべき課題
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当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
　(４) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は7,781千円であります。

 
　(５) 従業員数

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ及び当社の従業員数に著しい変動はありません。

 
　(６) 主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び前連結会計年度末における計画の著しい変更

はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000

計 10,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成27年10月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年12月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,000,000 1,000,000 非上場

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら限
定のない当社における
標準となる株式であり
ます。

計 1,000,000 1,000,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　    該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年10月31日 ― 1,000,000 ― 98,000 ― 20,000
 

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成27年10月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

400,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

600,000
600,000

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準と
なる株式であります。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 1,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 600,000 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成27年10月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社アイモバイル

東京都渋谷区桜丘町22番14
号

400,000 ― 400,000 40.00

計 ― 400,000 ― 400,000 40.00
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 新任役員

　　該当事項はありません。

 

(2) 退任役員

　　　該当事項はありません。

 

(3) 役職の異動

　　　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 なお、当社は、前第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報は記載してお

り　　 ません。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年８月１日から平

成　27年10月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年８月１日から平成27年10月31日まで)に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社アイモバイル(E32687)

四半期報告書

 9/18



１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年７月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年10月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,401,792 4,252,994

  売掛金 2,125,879 1,899,231

  繰延税金資産 132,877 79,763

  その他 93,379 123,114

  貸倒引当金 △7,890 △2,038

  流動資産合計 6,746,039 6,353,065

 固定資産   

  有形固定資産 72,808 85,754

  無形固定資産 12,456 258,529

  投資その他の資産 176,176 230,189

  固定資産合計 261,442 574,473

 資産合計 7,007,482 6,927,539

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,965,445 1,843,353

  未払法人税等 667,368 273,818

  賞与引当金 45,062 16,214

  その他 502,390 404,163

  流動負債合計 3,180,265 2,537,549

 固定負債   

  資産除去債務 13,782 13,814

  固定負債合計 13,782 13,814

 負債合計 3,194,047 2,551,363

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 98,000 98,000

  資本剰余金 20,000 20,000

  利益剰余金 4,191,788 4,627,198

  自己株式 △500,000 △500,000

  株主資本合計 3,809,788 4,245,198

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 ― △1,137

  為替換算調整勘定 3,646 359

  その他の包括利益累計額合計 3,646 △777

 非支配株主持分 ― 131,754

 純資産合計 3,813,434 4,376,175

負債純資産合計 7,007,482 6,927,539
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年８月１日
　至　平成27年10月31日)

売上高 3,930,479

売上原価 2,771,354

売上総利益 1,159,125

販売費及び一般管理費 397,035

営業利益 762,089

営業外収益  

 受取利息 300

 助成金収入 8,600

 その他 652

 営業外収益合計 9,552

営業外費用  

 支払利息 0

 為替差損 6,862

 営業外費用合計 6,862

経常利益 764,779

税金等調整前四半期純利益 764,779

法人税、住民税及び事業税 273,810

法人税等調整額 59,804

法人税等合計 333,614

四半期純利益 431,164

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △4,245

親会社株主に帰属する四半期純利益 435,410
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年８月１日
　至　平成27年10月31日)

四半期純利益 431,164

その他の包括利益  

 その他有価証券評価差額金 △1,137

 為替換算調整勘定 △3,286

 その他の包括利益合計 △4,423

四半期包括利益 426,740

（内訳）  

 親会社株主に係る四半期包括利益 430,986

 非支配株主に係る四半期包括利益 △4,245
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 
(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第１四半期連結会計期間において、新たに設立した株式会社Evoryを連結の範囲に含めております。

 

(会計方針の変更等)

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年

９月13日）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配

株主持分への表示の変更を行っております。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、以下のとおりであります。

 

 
当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年８月１日
至 平成27年10月31日)

減価償却費 19,486千円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、インターネット広告事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年８月１日
至 平成27年10月31日)

１株当たり四半期純利益金額 24円19銭

(算定上の基礎)  

 親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 435,410

 普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
利益金額(千円)

435,410

 普通株式の期中平均株式数(株) 18,000,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

―

 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

２．平成27年12月７日開催の取締役会決議により、平成28年１月１日付で普通株式１株につき30株の株式分割を

行っております。そのため、当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期

純利益金額を算定しております。
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(重要な後発事象)

(株式分割)

当社は、平成27年12月７日開催の取締役会決議に基づき、平成28年１月１日付をもって株式分割を行っておりま

す。また、平成27年12月15日開催の臨時株主総会決議に基づき、定款の一部を変更し単元株制度を採用しておりま

す。

１．株式分割、単元株制度の採用の目的

当社株式の流動性の確保と投資家層の拡大を図ることを目的として株式分割を実施するとともに、単元株式数

（売買単位）を100株に統一することを目標とする全国証券取引所の「売買単位の集約に向けた行動計画」を考慮

し、１単元を100株とする単元株制度を採用いたします。

２．株式分割の概要

(1) 分割の方法

平成27年12月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載された株主の所有する普通株式を、１株につ

き30株の割合をもって分割しております。

(2) 分割により増加した株式数

株式分割前の発行済株式総数       1,000,000株

今回の分割により増加した株式数  29,000,000株

株式分割後の発行済株式総数      30,000,000株

株式分割後の発行可能株式総数    87,000,000株

(3) 効力発生日

平成28年１月１日

(4) １株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響は、（１株当たり情報）に反映されております。

３．単元株制度の採用

単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株といたしました。

 
(自己株式の消却)

当社は、平成27年12月15日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、以下のとおり自己株式の一

部を消却することを決議し、平成28年１月１日付で消却いたしました。

(1) 消却の理由　　　　　　　　資本効率の向上

(2) 消却の方法　　　　　　　　その他資本剰余金及びその他利益剰余金から減額

(3) 消却する株式の種類　　　　普通株式

(4) 消却する株式の数　　　　　7,846,200株（消却前発行済株式総数に対する割合 26.2％）

(5) 消却後の発行済株式総数　　22,153,800株

(6) 消却日　　　　　　　　　　平成28年１月１日

 
(新株予約権の発行)

当社は平成27年12月７日開催の臨時株主総会において、下記の通り新株予約権の発行を行うことを決議いたしま

した。

(1) 付与日                            　　平成28年１月１日

(2) 新株予約権の数（個）              　　2,781個

(3) 新株予約権の目的となる株式の種類  　　普通株式

(4) 新株予約権の目的となる株式の数    　　278,100株

(5) 新株予約権行使時の払込金額        　　1,128円

(6) 新株予約権の行使により新株を発行

する場合の資本に組み入れる払込金額 　　564円

(7) 新株予約権の行使期間              　　平成30年１月２日から平成36年12月31日
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年９月20日

株式会社アイモバイル

取締役会  御中

　

有限責任監査法人　トーマツ
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   吉   村   孝   郎   ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   淡   島   國   和   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アイモ

バイルの平成２７年８月１日から平成２８年７月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２７年８

月１日から平成２７年１０月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２７年８月１日から平成２７年１０月３

１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利

益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイモバイル及び連結子会社の平成２７年１０月３１日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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